
○白老町定住促進若年層住宅取得支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、本町への定住促進及び地域経済の活性化を図るため、若年世帯

及び子育て世帯を対象に、住宅取得等に要する費用を予算の範囲内で補助すること

について、白老町補助金等交付規則（平成７年規則第８号）に定めるもののほか、

必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 定住 本町を生活の本拠として住民基本台帳に登録され、当該住所地において

永住の意思をもって居住することをいう。 

(2) 若年世帯 申請時において世帯主が１８歳以上４０歳未満である世帯をいう。 

(3) 子育て世帯 申請時において１５歳以下の子を扶養し、かつ、同居している世

帯をいう。 

(4) 新築住宅 新たに建設され、人の居住に供したことのない住宅をいう。 

(5) 中古住宅 人が過去に居住したことがある住宅をいう。 

(6) 分譲宅地 町長が別に定める本町が有する分譲宅地をいう。 

(7) 取得 請負契約又は売買契約により、適正な対価を支払って入手（相続、贈与

及び交換によるものは除く。）することをいう。 

(8) 町内業者 町内に事業所、営業所を持つ法人及び町内で営業する個人事業者で、

建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第３項の建設業者及び同法第３条

第１項ただし書きの軽微な建設工事のみを請け負うことを生業とする者をいう。 

(9) 住宅 台所、便所、浴室及び居室を有し、専ら自己の居住の用に供する住宅を

いう。ただし、別荘等一時的に使用するもの及び賃貸、販売等営利を目的とする

ものは除く。 

(10) 改修工事 町長が別に定める住宅性能を向上させる工事をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号の要件

をすべて満たす者とする。 



(1) 若年世帯若しくは子育て世帯の世帯主である者 

(2) 新築住宅、中古住宅及び分譲宅地を取得し、かつ定住の意思を有する者 

(3) 新築住宅、中古住宅及び分譲宅地の取得に有する資金調達が可能な者 

(4) 町内会への加入等、地域の活性化に対する活動に積極的に参加する意思を有し

ている者 

２ 町長は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合は補助の

対象としないものとする。 

(1) この要綱に基づく補助金以外に国又は地方公共団体等による他の補助金等の

交付を受けている又は受ける予定のある場合 

(2) 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けている場合 

(3) 町税等の滞納がある場合 

(4) 白老町暴力団排除の推進に関する条例（平成２６年条例第２号）に定める暴力

団員がいる世帯 

（補助金の額及び補助の要件） 

第４条 補助金の額及び要件は、別表に掲げるとおりとする。 

（補助金の交付申請） 

第５条 補助対象者は、補助事業着手前に白老町定住促進若年層住宅取得支援事業補

助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければ

ならない。 

(1) 定住誓約書（様式第２号） 

(2) 世帯全員の住民票謄本及び納税証明書 

(3) 取得する新築住宅、中古住宅又は分譲宅地の売買契約書の写し 

(4) 改修工事を実施する場合は、その内容が分かる書類 

(5) その他町長が必要と認める書類 

（補助金の交付決定） 

第６条 町長は、前条に規定する申請書等を受理したときは、その内容を審査し、適

当と認めたときは、速やかに補助金の交付を決定し、白老町定住促進若年層住宅取

得支援事業補助金交付（変更）決定通知書（様式第３号）により、当該申請者に通

知するものとする。 

（交付申請の取下げ） 



第７条 前条の規定による交付決定の通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）

は当該通知に係る補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に不服があると

きは、当該通知を受理した日から１４日以内に、白老町定住促進若年層住宅取得支

援事業補助金中止（取下げ・廃止）申請書（様式第４号。以下「中止等申請書」と

いう。）を町長に提出し、申請の取下げをすることができる。 

（補助事業の変更） 

第８条 交付決定者は補助事業の内容を変更するときは、速やかに白老町定住促進若

年層住宅取得支援事業補助金変更申請書（様式第５号）を町長に提出し、その承認

を受けなければならない。ただし軽微な変更で町長が認めるものについては、この

限りではない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る書類等の

審査、必要に応じて行う調査等により相当の理由があると認めるときは、当該補助

事業の変更の承認をするものとする。 

３ 第６条の規定は、前項の承認をした場合について準用する。 

４ 交付決定者は、補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに町長に報告し、

その指示を受けなければならない。 

（補助事業の中止等） 

第９条 交付決定者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、速やかに

中止等申請書を町長に提出しなければならない。 

２ 町長は、前項の規定による申請があった場合において、当該申請に係る書類等の

審査、必要に応じて行う調査等により相当の理由があると認めるときは、当該補助

事業の中止若しくは廃止を承認し、白老町定住促進若年層住宅取得支援事業補助金

中止（廃止）承認通知書（様式第６号）により、当該申請者に通知するものとする。 

（実績報告） 

第１０条 交付決定者は、新築住宅又は中古住宅を取得した場合は、取得した住宅の

所有権保存又は所有権移転の登記完了後、分譲宅地を取得した場合は、当該土地に

住宅を建築し、建築した住宅の所有権保存又は所有権移転の登記完了後に、白老町

定住促進若年層住宅取得支援事業補助金完了実績報告書（様式第７号）に次の各号

に掲げる書類を添えて、速やかに町長に提出しなければならない。（補助事業の中

止の承認を受けたときを含む。） 



(1) 住宅工事精算書又は領収書の写し 

(2) 工事完成平面図及び完成写真 

(3) 住所変更後の世帯全員の住民票謄本 

(4) 改修工事を実施した場合は、その内容が分かる書類 

(5) その他町長が必要と認める書類 

２ 当該報告書は、第５条に規定する交付申請日の属する年度の翌年度末までに提出

しなければならない。ただし、分譲宅地を取得した場合は翌々年度末までとする。 

（補助金の額の確定等） 

第１１条 町長は、前条の報告があった場合において、当該書類の審査及び必要に応

じて行う調査等により、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容

及びこれに付した条件に適合するものであるかどうかを調査し、適合すると認めた

ときは、交付すべき補助金の額を確定し、白老町定住促進若年層住宅取得支援事業

補助金確定通知書（様式第８号）により、当該交付決定者に通知するものとする。 

（是正のための措置） 

第１２条 町長は、第１０条に規定する報告があった場合において、その報告に係る

補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認

めるときは、当該補助事業につき、これに適合させるための措置をとるべきことを

当該交付決定者に対して命ずることができる。 

２ 前項に基づき、適合させるための措置をとったときは、第１０条に規定する実績

報告を行うものとする。 

（補助金の交付の時期等） 

第１３条 補助金の交付は、第１１条に規定する補助金の額の確定後に行うものとす

る。 

（決定の取消し等） 

第１４条 町長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 法令又はこの要綱に基づく町長の指示に違反したとき。 



２ 前項の規定は、第１１条の規定による補助金の額の確定後においても適用される

ものとする。 

３ 町長は、前２項の規定に基づき、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した

ときは、白老町定住促進若年層住宅取得支援事業補助金交付決定取消し兼返還命令

書（様式第９号）により、交付決定者に通知し、期限を定めて、既に交付した補助

金の全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（違約加算金及び違約延滞金） 

第１５条 交付決定者は、前条の規定により補助金の返還を命ぜられたときは、当該

補助金が補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７

９号）第２条第４項に規定する間接補助金であるとき、又はやむを得ない事情があ

ると町長が認めるときを除き、その命令に係る補助金の受領の日から納付の日まで

の日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間に

ついては、既納額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した

違約加算金を町に納付しなければならない。 

２ 交付決定者は、補助金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったと

きは、やむを得ない事情があると町長が認めるときを除き、納期日の翌日から納付

の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその後の

期間については、その納付額を控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合

で計算した違約延滞金を町に納付しなければならない。 

（委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。 

附 則 

この告示は、示達の日から施行する。 

   附 則 

 この告示は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

別表（第４条関係） 



区分 補助金の額 要件 

新築住宅 新築住宅取得費の５％以内、上限１０

０万円（千円未満は切り捨て）。 

申請年の１月１日以降に取得した

住宅で、町内業者が建築を請け負う

ものとし、かつ特別な事情がない限

り、１０年間は譲渡及び転売等を行

わないこと。 

中古住宅 中古住宅取得費の５％以内、上限５０

万円（千円未満は切り捨て）。 

なお、中古住宅取得に合わせ、住宅性

能を向上させる改修工事を実施した

場合は、上記の額とは別に、対象経費

の２分の１以内、上限１０万円（千円

未満は切り捨て）を加算する。 

申請年の１月１日以降に取得した

住宅とし、かつ特別な事情がない限

り、１０年間は譲渡及び転売等を行

わないこと。 

分譲宅地 町長が別に定める分譲宅地の分譲価

格（千円未満は切り捨て）。 

申請年の１月１日以降に取得した

分譲宅地で、取得後２年以内に住宅

を建築することとし、かつ特別な事

情がない限り、１０年間は譲渡及び

転売等を行わないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【参考：住宅性能を向上させる改修工事の内容】 

１） 長寿命化のための改修工事内容 

・塗装工事（施工範囲が一面全て以上のもの） 

・屋根を不燃材料でふき替える工事 

・外壁を防火構造とする等防火性能を高める工事 

・給排水等設備工事 

・その他（建物の耐久性や長寿命化のための工事と判断したもの） 

２） ユニバーサルデザイン化（UD化）のための改修工事 

・段差解消工事 

・床材を滑りにくい素材に変更する工事 

・畳をフローリングに変更する工事 

・手すり設置工事 

・建具取換工事 

・浴室改修工事 

・キッチン改修工事 

・洗面台改修工事 

・トイレ改修工事 

・埋設式融雪施設の設置工事 

・インターホン設置工事（カメラ機能付） 

・その他（UD化のための工事と判断したもの） 

３） 省エネルギー化のための改修工事 

・建物全体の断熱改修工事（建物全体の外皮平均熱貫流率を０．４６W／（m２K）

以下とする工事） 

・開口部の省エネ改修工事（窓及びドアの断熱性能を高める工事） 

・躯体の省エネ改修工事（外壁全体の断熱性能を高める工事、屋根又は天井全体

の断熱性能を高める工事、床全体の断熱性能を高める工事） 

・高断熱浴槽（JIS A５５３２：２０１１に規定する「高断熱浴槽」と同等以上の

性能を有すること） 

・節湯水栓（JIS B２０６１：２０１７に規定する「節湯形」の水栓と同等以上の

機能を有すること） 



・LED照明（工事を伴うものであること） 

・節水型トイレ（JIS A５２０７に規定する「Ⅱ形大便器」と同等以上の性能を有

する便器（使用水量６．５l以下）） 

・その他（省エネルギー化のための工事と判断したもの）


